
 

 

平成２１年  月  日 
 
独立行政法人 日本貿易振興機構  
 
副理事長 中富 道隆 殿 

 
 
 
 
住所： 
（〒    -     ） 

 
 
 

 
事業者名： 
 
代表者名（法人の場合）： 

 
 

連絡先担当者 ：(氏名) 
         
                (所属) 
 
連絡先電話番号： 
 
（ＦＡＸ） ： 
 
（Ｅ-mail ）： 

 
 
 
 

平成２１年度 中小企業知的財産権保護対策事業 

申 請 書  
 
 

中小企業知的財産権保護対策事業の助成を受けたいので、別紙のとおり申請します。 
 



 

 

(別紙) 

 
 

１．申請者の概要 

 

ふ り が な 

企 業 名 
（組合名・屋号） 

 

 

 

ふ り が な 

代表者名 

 

 

 

連絡先 

住所 

〒   －     

 

 

 

 

ホームページ 

アドレス 
http:// 

 

開業・法人設立日 大正・昭和・平成      年   月   日 

資 本 金 ・ 出 資 金      百万円（うち大企業からの出資；       百万円）

出資者数・組合員数      名（うち大企業からの出資；         名）

役員・従業員数等
合計：     名 

（内訳）役員：   名  、従業員：   名 、 ﾊﾟｰﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ：   名

現在の事業内容 

（ 業 種 ）

事業内容：                        

（該当に○）１．製造業  ２．建設業  ３．卸売業  ４．小売業 

５．サービス業 ６．その他 

 

（注） ご記入頂きましたお客様の情報は、中小企業知的財産権保護対策事業の目的以外のためには利

用いたしません。 

 お客様の個人情報保護管理者： 在外企業支援・知的財産部 知的財産課長 (Tel: 03-3582-5198) 



 

 

２．仕様書 

 

 

対象権利等 

 

 

○1  特許権 ・ 実用新案権 ・ 意匠権 ・ 商標権 ・ 著作権 

   

  不正競争防止法  (該当に○) 

  

②件名(                                                       ) 

 

③権利取得国名(出願国名)：（                      ）

 

④権利者： 

 

⑤権利取得日：                       年    月   日 

 

⑥登録番号: 

 

⑦出願日：                         年    月   日 

              

⑧出願番号：              

 

⑨出願人： 

 

※ 出願中の場合は、権利取得日と登録番号に関しては、記載不要です。 

※ 不正競争防止法の場合は、②～⑨まで記載不要です。 

(侵害状況) 

１．侵害にあっている国: 

 

２．侵害の対象製品: 

 

３．侵害行為の可能性を示す証拠(必須)、侵害の内容、発見時期、被害状況： 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

(侵害調査) 

１．侵害調査の目的 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．侵害調査の対象国 

 

 

 

３．調査完了希望日 

 

  平成   年  月  日 

 

 

４．負担金予定額 

 

                 円 

 

 

５．調査方法(調査する製品、場所、収集したい証拠など) 

 

 

 

 

 

６．調査後の対応 

※参考情報（希望の調査会社、法律事務所等があれば、ご記入下さい。） 

 

 

(その他 特記事項) 

 

 

 

添付書類（侵害証拠に関する） 

 

 

 

(注) 原則として単年度に複数回の申請は認められませんので、仕様書には本年度申請したい

内容の全てをご記入下さい。 


